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1．はじめに

F.W. Taylorの科学的管理法［1］から 100年を迎
え、経営工学という学問分野が再考されつつある。
このような背景のもと、2012年 4月より神奈川大
学（神大）工学部に経営工学科の復活が予定されて
いる（文部科学省申請中）。本稿では 70年の伝統を
有する神大経営工学科の変遷と新たに復活する学科
の特徴について紹介を行う。

2．神大経営工学科の変遷

表 1に示される通り、神奈川大学の前身である横
浜専門学校時代の 1939年に、時代に先駆けて工業
経営学科が設立された。経営工学分野においては、
早稲田大学に次いで古い歴史をもっており、多数の
卒業生を輩出し、学界・産業界からも高い評価を受

けてきた。さらに 1991年に大学院博士前期課程、
1993年には博士後期課程経営工学専攻を設置して
おり、学部・大学院において経営工学の名を有する
大学は、きわめて限られた存在となっている。
学科名称は、工業経営、経営工学と変遷してきた
が、生産技術に加えて、生産の諸要素、人間、機械、
資材、情報を合理的に活用するものづくりと経営管
理の理論と実践を身につけさせることが、変わらぬ
教育の目標であり続けていた。
この間 2003年から 2005年までのカリキュラム

については、経営工学関連分野の JABEE（Japan 
Accreditation Board for Engineering Education） 認
定プログラムとして、日本技術者教育認定機構から
認定を受けている。

2006年には時代の要請から、高度な情報利用技
術の研究・教育を行う学科へ教育目標を変更し、学
科名称も情報システム創成学科に変更を行った。し
かしながら、製造企業は、固有技術に加えた生産技
術からなるものづくり技術、これらを取りまとめる
管理技術、支援する情報技術から成り立っており、
単なる情報利用技術の学修だけでは産業社会の要請
に応えることが困難であると、産業界や卒業生から
の強い指摘があった。このため 2009年度からは、
同学科内に経営工学コース、情報システム創成コー
スの 2つのコースが設置された。そして 2012年度
からは、経営工学科としての再設置が予定され、現
在文部科学省への申請が行われている。

3．新たな経営工学科の構築に向けて

2012年度から新たなスタートとなる経営工学科
（Department of Industrial Engineering and Manage-
ment）においては、「ものづくりからサービスの分
野まで、工学とマネジメントを融合し、グローバ
ル社会で活躍する 21世紀における産業社会のリー
ダーを育成する」というコンセプトのもと、以下の
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表 1　神大経営工学科の沿革

年 事項

1928年 横浜学院開設

1929年
横浜専門学校設立認可（法学科、商業理財
科）

1939年
工 学 3 学 科（機 械、 電 気、 工 業 経 営） 
新設

1949年
神奈川大学第一部工学部（生産工学専 
修コース）設置

1962年 工業経営学科に学科名称変更

1991年
大学院工学研究科経営工学専攻修士課程設
置

1993年
大学院工学研究科経営工学専攻博士課程設
置

1994年 経営工学科に学科名称変更

2006年 情報システム創成学科に学科名称変更

2009年
情報システム創成学科内に経営工学コース分
置

2012年 経営工学科再設置予定
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柱を中心として教育・研究を進めていく計画である。
●工学に根ざした経営管理技術の修得
● マネジメント視点からの高度な情報技術の修得
● 全体をコーディネートするシステム設計能力の
修得

● ものづくり技術をマスターしたグローバル人材
の育成

具体的な教育プログラムでは、従来の神大経営工
学科の伝統である「実際に手を動かした」実験・実
習を中心として、表 2のような専門分野 4つの系に
基づいて専門科目を配し、課題解決型の実践的内容
を含めた教育を目指している。
さらに昨今のビジネス環境において発展が目覚ま
しい中国を中心とした東アジアにおけるものづくり
グローバル人材の育成を新たな軸として加えてい
る。具体的には、必修科目には工業英語 I～ IVを、
選択必修科目においては工業中国語と国際コミュニ
ケーション研修として、東アジアを中心とした海外
における現地研修のための科目を設定している。
これらの教育課程における取り組みは、本年 1月

に中央教育審議会答申として公表された「今後の学
校におけるキャリア教育・職業教育の在り方につい
て」［2］の 4章 高等教育におけるキャリア教育・職
業教育のポイントにも適うものとなっている。
今回未曾有の被害と世界のものづくりに影響を与
えた東日本大震災に象徴されるように、経営環境は
不確実かつダイナミックに変化している。このよう
な背景のもと、経営工学の教育内容も PDCAサイ
クルによって改善される必要がある。したがって、
新たな経営工学科においては、時代の変化やニーズ
に応えるための教育プログラム改善の仕組みについ
ての議論もすでに開始されようとしている。

4．おわりに

本稿では、70年の伝統を有する神奈川大学経営
工学科の変遷と今後の経営工学教育についての紹介
を行った。実際の経営工学科再設置に向けての準備
は、2012年度から経営工学科主任となられる松浦
春樹教授の卓越したリーダーシップのもと進められ
ている。松浦教授の多大なご尽力なくして、経営工
学科の復活はあり得なかったことを補足しておきたい。
最後に、70年の伝統を育んだ神大経営工学科教

員の諸先輩に敬意を表して、結びとさせて頂く。
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表 2　専門分野 4つの系

経営管理系
経営工学の取り組むべき諸問題を、 
管理の側面から論ずるための科目群

生産システム工
学系

生産の諸問題を解決するための科学的 
アプローチを習得するための科目群

人間・環境系
ヒューマンファクターと環境を考慮した
マネジメントについて学習する科目群

知識ものづくり
技術系

製造企業の生産技術の基本を修得し、
情報技術等を活用するための科目群


